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改正民法における個人保証という類型の意義







(1) 民法の一部を改正する法律 (平成 29 年法律第 44 号、同年 6月 2日
公布) に基づく改正 (以下、平成 29 年改正とよび、その改正後の民法を
改正民法とよぶ) は、総則編・債権編の全般に及ぶ大規模なものである。
改正の対象となる総条文数が 342 か条に上る (そのうち、変更条文は 257














( 1 ) 筒井健夫「債権法改正の経緯と概要」ジュリ 1191 号 19 頁 (2017 年)。
↗
( 2 ) 同審議に関する部会資料及び会議議事録は、法務省ウェブサイトに掲載されている。
2019 年 5 月 7 日時点の URL は、http : //www.moj.go.jp/shingi1/shingikai_saiken.html で
ある (サイトの再編により変更される可能性がある)。なお、部会資料及び会議議事録は、

































( 3 ) 「保証人保護の方策の拡充」という項目は、保証が最初に検討項目になった部会資料
8-1「民法 (債権関係) の改正に関する検討事項(3)」(平成 23 年 3 月 23 日) 11 頁にすで
に現れ、実質的に最後に検討対象となった部会資料 84-3「民法 (債権関係) の改正に関す
る要綱案の原案 (その 1) 補充説明」(平成 26 年 12 月 16 日) 2 頁にも見ることができる。
( 4 ) 初出は部会資料 36「民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討 (8)」(平成 24 年 4
月 3 日) 73 頁。
( 5 ) 初出は部会資料 36・前掲注 (4) 74 頁。
( 6 ) 初出は部会資料 50「民法 (債権関係) の改正に関する論点の補充的な検討 (1)」(平成
24 年 11 月 6 日) 12 頁。
( 7 ) たとえば、今尾真「保証人の保護 ――その方策の拡充を中心として」安永正昭ほか監
修『債権法改正と民法学Ⅱ』204-210 頁 (2018 年、商事法務)、能登真規子「民法改正と






















10 か条とは、458 条の 3 (主たる債務者の期限利益喪失の情報提供義務)、
465 条の 2 から 465 条の 5 の 4 か条 (個人根保証契約)、465 条の 6 から
465 条の 10 の 5 か条 (事業性債務の保証契約) である。なお、改正前民
法の貸金等根保証に関する 2か条は、個人根保証契約一般の規定のなかに
吸収され、他の 2か条は、465 条の 3 (個人貸金等根保証契約の元本確定期
日) と 465 条の 4 (個人根保証契約の元本確定事由) 2 項に移行している。
これらの規定による「個人」という語の用法には、注意が必要である。





(465 条の 2「個人根保証契約の保証人の責任等」、465 条の 3「個人貸金等
根保証契約の元本確定期日」、465 条の 4「個人根保証契約の元本確定事
由」) において、第三に、条文の括弧書が定義した略語 (465 条の 2「個人
根保証契約」、465 条の 3「個人貸金等根保証契約」) とその使用において
のみである。そして、「個人保証」という語は用いられず、個人保証に規
定の適用を限定する場合は、「保証人が法人でないもの」(465 条の 2 第 1
項)、「保証人 (になろうとする者) が法人である場合には、適用しない」











































( 9 ) 特別法では、自然人を「個人」と表現する例は少なくない。たとえば、「主たる債務者
が個人 (保証の業務に関して行政機関の監督を受ける者として政令で定める者が保証人で
ある場合に限る。) 又は法人であるときは……」(利息制限法 8条 4 項柱書)、「この法律に
おいて『消費者』とは、個人 (事業として又は事業のために契約の当事者となる場合にお
けるものを除く。) をいう。」(消費者契約法 2 条 1 項)、「……店舗その他これに類似する
設備によらないで行う個人との契約 (以下「連鎖販売個人契約」という。)」(割賦販売法 8
条 1 号イ)、「(……店舗その他これに類似する設備 (以下「店舗等」という。) によらない

































(11) 部会資料 8-1・前掲注 (3) 10 頁。
↗




が主張されている。」とあり、第 3読会の部会資料 70A「民法 (債権関係) の改正に関す


































(13) 第 44回議事録 (平成 24 年 4 月 3 日) 34-35 頁。中井康之委員は、第 1読会でも簡潔に
同趣旨の発言をしていた (第 6回議事録 (平成 22 年 3 月 23 日) 29-30 頁)。また、同趣旨
を含む他の発言として、たとえば、第 2読会における鹿野菜穂子幹事の発言 (第 44回議
事録 2 頁)、岡田ヒロミ委員の発言 (第 44回議事録 38 頁)、岡正晶委員の発言 (第 44回
議事録 44 頁)、深山雅也幹事の発言 (第 44回議事録 47-48 頁) がある。





























(15) 第 21回議事録 53-54 頁。








































(17) 部会資料 70A・前掲注 (12) 6 頁。
(18) 部会資料 70A・前掲注 (12) 12 頁。
(19) 部会資料 76A「民法 (債権関係) の改正に関する要綱案のたたき台 (10)」(平成 26 年
3 月 18 日) 8 頁。





























(21) 第 44回議事録 5頁。
(22) 第 44回議事録 34 頁。
(23) 第 44回議事録 38 頁。
(24) このほか、第 1読会においては、中井康之委員の発言 (第 6回議事録 29 頁)、岡正晶委
員の発言 (第 21回議事録 53-54 頁) があり、第 3読会においては、笹井朋昭関係官の発
言 (第 86回議事録 (平成 26 年 3 月 18 日) 13 頁)、道垣内弘人幹事の発言 (第 88回議事






21回議事録 52 頁) と述べ、中井康之委員は、「保証につきましては法人保証、機関保証と、
やはり個人保証とは別に考えるべきである、いわゆる経済合理的な計算に基づいて行われ
ている法人保証と、必ずしもそうではない個人保証は区別して法律上の組み立てをすべき
ではないか……」(第 44回議事録 35 頁) と述べる。






























と指摘される。そして、第 3読会の「民法 (債権関係) の改
正に関する要綱案の取りまとめに向けた検討 (12)」では、保証人の責任
(27) 部会資料 76A・前掲注 (19) 8 頁。
(28) また、情義性は、たとえ合理的なリスク判断をしてもそれに従うことができずに保証契
約を締結することの要因にもなると解せられる。
(29) 部会資料 62「民法 (債権関係) の改正に関する論点の補充的な検討 (5)」(平成 25 年 6

































(30) 部会資料 76B「民法 (債権関係) の改正に関する要綱案の取りまとめに向けた検討
(12)」(平成 26 年 3 月 18 日) 4 頁。
(31) 第 6回議事録 34 頁。また、道垣内弘人幹事の発言 (第 6回議事録 33 頁) も、そうした
認識を前提にすると解せられる。






























(33) 第 44回議事録 47 頁。他の代表例として、中井康之委員の発言 (第 6回議事録 29 頁)
がある。
(34) 第 73回議事録 11 頁。
(35) 部会資料 70A・前掲注 (12) 5 頁。






ことです。」(第 80回議事録 9-11 頁) と述べる。そして、これを契機に、同様の認識に基
づく発言が相次ぐ (岡正晶委員 (同 11 頁)、鹿野菜穂子幹事 (同 12 頁)、山野目章夫幹事
(同 13-14 頁)、松本恒雄委員 (同 14-15 頁)、山本敬三幹事 (同 15-16 頁))。




























































(39) 第 1読会から第 3読会の部会審議を通じて、個人保証人が適切な見返りを受けている場
合を具体的に指摘する部会資料・発言はないとみられる。



































































保証や他の契約から概ね切り分けることができるであろう (前述 (3) 参
照)。そして、その二つの特徴をベースにして、個人が生身の人間である






















































個人保証という近似的類型及びそれを支える複合的根拠 (前述Ⅳ (4) 参
照) は、それらの規律との関係でも妥当すると解せられ、また、個人保証


















(48) すでにこの点に関心を向けるものとして、中田ほか・前掲注 (45) 204 頁〔沖野〕、今
尾真・前掲注 (7) 207-208 頁。
(49) 事業性債務の個人保証に関する規律では、個人保証のうちで経営者保証を適用除外とし
て近似性の問題が緩和されているが (前述Ⅳ (4) 参照)、そのような手法では間に合わな
いと考えられる。







する (前述Ⅳ (3) 参照)。物上保証では、特定の目的物に担保権を設定す
る契約や、対抗要件等のための引渡しや登記という行為を通じて、個人で
あっても、最終的に目的物を失うという責任の内容を具体化しやすいとい

























(51) 第 73回議事録 17-18 頁の内田貴委員の発言参照。
(52) 中田裕康『債権総論 (第 3版)』336 頁 (2013 年、岩波書店) 578 頁など。





























(54) 第 46回議事録 13 頁の三上徹委員の発言参照。
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